２　建築基準法関連の事務処理

現地調査票の記入方法
	現地調査票の年月日
	現地調査票の提出年月日とする。

	申請書の種類
	「確認申請・計画通知（建築物・昇降機・建築設備・一般工作物・準用工作物・遊戯施設）」の内該当するものを選択する。

	調査日付
	調査日付を記入する。

	建築場所　　　　　　　　　
	敷地の地名地番を記入する。

	1　道路関係
	申請敷地に接する道路全てについて記入する。

	(1)道路区分
	「国道・県道・市区町村道・私道・里道・その他の道」のいずれかを記入する。

	(2)基準法
	次のうち、該当するものを記入する。

・法第42条第1項第1号(道路法による幅員４m以上の道路)

　(実例)国道・県道・市長村道等（認定道路）

・法第42条第1項第2号(都市計画法等による幅員４m以上の道路)

　(実例)都市計画事業・土地区画整理事業等により築造されたもの

　　　　(都計法の開発許可、検査済を受けた道路も含む)

・法第42条第1項第3号(法施行の際から現存する幅員４m以上の道路)

　(実例)都市計画区域に指定されたとき、現に一般交通の用に供している幅員４m以上のもの(公道・私道の別にかかわらない)

・法第42条第1項第4号(2年以内事業執行の幅員４m以上の指定道路)

　(実例)道路法・都市計画法・土地区画整理法・都市再開発法等で２年以内に事業が行われるものと特定行政庁が指定したもの

・法第42条第1項第5号(幅員４m以上の位置指定済道路)

　(実例)新しく道を築造しようとするものが特定行政庁からその位置の指定を受けたもの

・法第42条第2項(幅員1.8～4.0m未満の指定道路)

　(実例) 都市計画区域に指定されたとき、すでに建物が建ち並んでいた幅員４m未満、1.8m以上の道で特定行政庁が指定したもの

・その他の道路(上記以外の道路) 

　(実例) 自動車専用道

	(3)指定番号、指定年月日
	上記の道路のうち、法第42条第1項第4号、法第42条第1項第5号、法第42条第2項のどれかに該当する場合で、指定番号がある場合は、指定番号､指定年月日を記入する。

	(4)備考　　　　　　　　　　
	道路関係について(1)～(3)以外に特記する事項があれば記入する。

	２　敷地周辺の状況
	申請敷地に接する「公園・広場・川・水面・線路・その他」がある場合、該当するものを入力し、その幅員を記入する。

	３　地域・地区関係
	

	(1)都市計画区域
	内外のうち該当するものを選択し、さらに内の場合は、[　]の区域の該当するものを選択する。

	(2)法第6条第1項第３号指定区域
	内外のうち該当するものを選択する。

	(3)用途地域
	都市計画によって定められた用途地域、建ぺい率、容積率を選択する。また、低層住居専用地域内で外壁の後退距離が指定されている場合はその距離を記入する。

特別用途地区の該当がある場合は、備考欄に具体的な地区の名称を記入する。

	(4)防火地域等

(5)災害危険区域

(6)高度地区　　　　　　　　　

(7)高度利用地区　　　　　　　

(8)特定街区　　　　　　　　　

(9)地区計画区域

(10)建築協定区域
	該当するものを選択する。

※災害危険区域内で建築制限解除の手続きが完了している場合は、その旨を備考欄に記入する。

	(11)下水道処理区域


	内外のうち該当するものを選択し、さらに内の場合は公設下水管等該当するものを選択する。

	(12)盛土規制法規制区域

(13)土地区画整理区域
	内外のうち該当するものを選択し、さらに内の場合は許可年月日、許可番号を記入する（盛土規制法規制区域内で許可不要の場合は、許可年月日及び番号記入不要）。

	(14)占用許可等
	河川等の公有地(国、県、市町村有地)の占用の有無を選択し、さらに有の場合は、名称、許可年月日、許可番号を記入する。

※占用許可等の無い公有地がある場合は、備考欄にその旨を記入する。

	(15)その他の区域
	急傾斜地崩壊危険区域

旧住宅地造成事業

地すべり防止区域

河川区域

河川保全区域　　　

風致地区　　　　　　　　　　のうち、該当するものがある場合は、

自然公園　　　　　　　　　　記入する。

近郊緑地保全区域

森林法保安林

文化財保護区域

土砂法特別警戒区域

津波災害（特別）警戒区域

特定河川浸水被害防止区域

	(16)確認対象法令に係わる区域
	港湾法臨港地区

流通業務地区　　　　　　　　　　　　　　のうち、該当するものが

航空機騒音障害防止地区　　　　　　　　　ある場合は記入する。

自転車の安全利用で条例で定める区域

	(17)備考
	特別用途地区の名称

災害危険区域内の建築制限解除の有無

占用許可等の無い公有地の有無　　　　　　を記入する。

その他上記以外に特記する事項　　　　　

	４　都市計画法関係
	

	(1)開発許可
	都市計画法第29条に規定する開発行為の許可の有無を選択する。

なお、検査済証が交付され、工事完了公告がされている場合は、(7)適合証明の欄｢完了公告年月日・番号｣に年月日・番号を記入する。

＜開発許可を要する規模＞

ア　市街化区域における敷地面積1,000㎡以上の開発行為(都計法第29条)

イ　市街化調整区域内の開発行為(都計法第29条)

ウ　非線引都市計画区域内又は準都市計画区域内における敷地面積3,000㎡以上の開発行為(都計法第29条)

エ　都市計画区域及び準都市計画区域外の区域における敷地面積１ha以上の開発行為(都計法第29条)

	(2)建築制限
	都市計画法第41条に規定する建築制限の有無について選択し、さらに有の場合は、条件(制限の内容)を記入する。

なお、有の場合で、都市計画法第41条第2項ただし書の建築許可を受けている場合は、備考欄に許可年月日・番号を記入する。

	(3)建築許可(都計法第42条)
	都市計画法第29条に規定する開発行為の許可の有を選択し、検査済証が交付され、工事完了公告がされている場合は、法第42条第1項ただし書許可の有無について該当するものを選択し、さらに有の場合は、備考欄に建築許可年月日・番号を記入する。

	(4)建築許可(都計法第43条)
	都市計画法第43条第1項に規定する建築の許可の有無について該当するものを選択し、さらに有の場合は、(7)適合証明の欄｢許可(確認)年月日・番号｣に年月日・番号を記入する。

	(5)既存宅地
	調整区域のうち、法施行の際すでに宅地であった土地(都市計画法旧第43条第1項第6号ロ)に該当する場合は有を選択し、さらに建築許可の写等証明書の有無について選択する。

	(6)都市計画施設
	都市計画法第4条に規定する都市計画施設が敷地の一部に含まれるか、接する場合は有を選択し、さらに有の場合は、名称と幅員を記入する。

なお、有の場合、(7)適合証明の欄で有を選択し、｢証明の有無：　｣を確認し選択する。なお、第53条の建築許可を受けている場合は、その建築許可証を適合証明とみなし、(7)適合証明の欄で｢許可(確認)年月日・番号｣に年月日・番号を記入する。

	(7)適合証明
	建築基準法施行規則第1条の3第1項第1号ロ（1）表２（76）～（81）の規定による添付図書の必要のある場合は有を選択し、さらに証明の有無について選択する。

なお、上記の運用については以下による。

	
	都市計画法第29条

市街化区域内で敷地面積が1,000㎡以上の場合、非線引都市計画区域内又は準都市計画区域内で敷地面積が3,000㎡以上の場合、都市計画区域および準都市計画区域外の区域内で敷地面積が1ha以上の場合、又は市街化調整区域内の場合においては、有を選択し、さらに証明の有無について選択する。なお、開発許可を受けている場合は、｢許可(確認)年月日・番号｣に年月日・番号を記入する。

	
	都市計画法第41条

用途地域外の区域内での開発許可で、建ぺい率、高さ、壁面の位置等の制限が定められている場合は有を選択し、さらに証明の有無を選択する。また、制限を超える場合で許可を受けている場合は、その建築許可証を適合証明とみなし、備考欄に許可年月日・番号を記入する。

	
	都市計画法第42条

用途地域外の区域内で開発許可を受けた場合は、有を選択し、予定建築物の適合を確認する。

なお、法第42条第1項ただし書の許可を受けている場合は、その建築許可証を適合証明とみなし、備考欄に許可年月日・番号を記入する。

	
	都市計画法第43条

市街化調整区域内で、開発許可を受けた土地以外の土地に建築等をする場合は、有を選択し、証明の有無を確認する。

なお、建築許可を受けている場合は、その建築許可証を適合証明とみなし、｢許可(確認)年月日・番号｣に年月日・番号を記入する。

	
	都市計画法第53条

(6)で有の場合は、有を選択し、さらに証明の有無を選択する。許可を受けている場合は、その建築許可証を適合証明とみなし、備考欄に許可年月日・番号を記入する。

	備　考
	

	(1)建築制限
	都市計画法第41条第2項ただし書の建築許可を受けている場合は、備考欄に許可年月日・番号を記入する。

	(2)建築許可(都計法第42条)
	都市計画法第42条第1項ただし書の建築許可を受けている場合は、備考欄に建築許可年月日・番号を記入する。

	(3)建築許可(都計法第53条)
	都市計画法第53条第1項の建築許可を受けている場合は、備考欄に建築許可年月日・番号を記入する。

	(4)流通業務地区
	流通業務市街地の整備に関する法律5条

流通業務地区内に、定められた建築物等以外のものを建築する場合は、許可証の有無を確認し、その結果を記入する。

	(5)その他
	4(7)で完了公告年月日・番号が不明の場合は、空欄とし、備考欄に検査済証の有無について記入する。



